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緊急援助活動の概要
　JICAでは、海外で大規模な災害
が発生した場合に、被災国政府ま
たは国際機関からの要請に応じて、
日本政府の決定のもと緊急援助活
動を実施しています。人的支援で

は、国際緊急援助隊（JDR: Japan 
Disaster Relief Team）と し て、
救助チーム、医療チーム、専門家チー
ム、自衛隊部隊の派遣を、また物的
支援では緊急援助物資の供与を実
施しています。

物資供与
　被災地の救援や復旧活動を支援
するため、被災地に援助物資を供与
しています。援助物資を迅速、確実、
かつ大量に供与するためには、事前
に調達・備蓄し、災害現場に近いと
ころで適切に保管する必要がありま
す。このため物資の備蓄基地をフラ
ンクフルト、シンガポール、マイアミ、
ヨハネスブルグの4カ所に設置して
います。4カ所に備蓄されている物
資はテント、スリーピングパッド、プ
ラスチックシート（ビニールシート）、
毛布、ポリタンク、簡易水槽、浄水
器、発電機の8品目です。ただし、8
品目以外の場合は現地調達など、緊
急に実施することもあります。特
に医薬品については、デンマークの
ユニセフ調達部もしくはオランダの
IDA（International Dispensary 
Association）から緊急調達を行い、
被災地へ輸送します。

日本の国際緊急援助体制

国際緊急援助隊

緊急援助物資供与

緊急無償資金協力

JICA が実施
(日本国政府 ( 外務省 ) の指示による )

JICA が実施
(テント、毛布、スリーピングパッド、プラスチッ
クシート、ポリタンク、簡易水槽、浄水器、発電機 )

救助チーム
(捜索・救助 )　

医療チーム
(救急医療・公衆衛生 )　

専門家チーム
(災害応急対策・災害復旧 )　

自衛隊部隊
(輸送・防疫・医療 )　

人的
援助

物的
援助

資金
援助

警察庁　消防庁　海上保安庁

JICA に登録されている医師、
看護師、薬剤師、医療調整員など

関係省庁の職員など

防衛省

（JDR 法に基づく派遣）

外務省が実施
 

実施体制：協力の形態

災害緊急援助
タイムリーで心のこもった緊急援助を被災者へ

No 発生時期 被災国 災害区分 物資供与（概算額）
1 2008年5月 ミャンマー サイクロン

約1億円2 5月 ミャンマー サイクロン
3 5月 ミャンマー サイクロン
4 5月 中国 地震 約6,000万円
5 5月 スリランカ 洪水 約1,700万円
6 6月 フィリピン 台風

約4,000万円
7 7月 フィリピン 台風
8 7月 ウクライナ 洪水 約1,200万円
9 7月 モルドバ 洪水 約980万円
10 8月 ベトナム 洪水 約1,800万円
11 8月 ラオス 洪水 約1,250万円
12 8月 ハイチ ハリケーン 約1,700万円

2008年度緊急援助物資供与実績（2008年4月～2009年3月）

No 発生時期 被災国 災害区分 物資供与（概算額）
13 9月 ハイチ ハリケーン 約2,200万円
14 10月 キルギス 地震 約1,000万円
15 10月 ホンジュラス 集中豪雨 約1,300万円
16 10月 イエメン 洪水 約1,800万円
17 10月 パキスタン 地震 約1,100万円
18 11月 パナマ 集中豪雨 約1,000万円
19 12月 パプアニュー

ギニア
高潮 約1,300万円

20 2009年1月 フィジー 洪水 約1,000万円
21 1月 ソロモン諸島 洪水 約1,000万円
22 2月 ボリビア デング熱 約700万円
23 2月 コロンビア 洪水 約1,100万円

　医療チームの活動（ミャンマー）
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実施体制：協力の形態 | 災害緊急援助

 ミャンマーサイクロン

　2008年5月2日から3日にかけて、ミャ

ンマー西部エーヤワディ管区に大型サ

イクロンが上陸し、ミャンマー南部一帯

に大きな被害が発生しました。ミャン

マー史上最大とされるこのサイクロンと、

それに伴う高潮は死者77,738名、行方

不明者55,917名、負傷者19,359名の

被害を出す文字どおりの大惨事となり

ました。

　5月24日、同国政府が援助受け入れ

を表明したことで翌25日、被災状況と

支援ニーズを確認すべく事前調査団を

派遣しました。そして27日正午頃、日

本政府は同国政府からの要請を受け、医

療チームの派遣を決定し、29日12時38

分にチャーター便により医療チームが

派遣されました。

　日本の医療チームは、デルタ地帯の最

先端、ラブッタ市の避難民キャンプで活

動を行い、9日間の診療を実施し、受診

した患者数は延べ1,202人となりました。

診療を求めるたくさんの患者が待つな

か、乾季と雨季の境で気温が40℃、湿度

100％に達し、テント内が蒸し風呂状態

になる日もありましたが、一人でも多く

の被災者を救いたい一心で、隊員は力を

振り絞りました。過酷な環境のため心

身ともに疲労が増し、体調不良に陥った

隊員もいましたが、事前調査団、医療チー

ム、現地関係者との連携から、チームが

一体となり予想以上の成果を達成する

ことができました。

 中国四川大地震

派遣決定から約6時間で日本を出発
迅速な対応で、中国政府の要請に応える
　2008年5月12日（月）14時28分（現

地時間）、中国西部の四川省の省都であ

る成都から北西約90kmの汶川県にお

いて、マグニチュード7.9の大規模な地

震が発生しました。これによる被害は

死者69,2 27人、行方不明者17,9 23人、

負傷者374,643人と甚大な被害となり

ました。

　5月15日正午頃、日本政府は同国政

府の要請を受け、派遣を決定しました。

日本は同国政府の期待に応えるべく、迅

速な対応を行い、派遣決定から約6時間

で第1陣が日本を出発するというきわ

めて素早い対応が取られました。

　そして翌16日13時17分に第2陣

が、日本からは初となるチャーター便に

より派遣されました。通常の商用便で

は成都に直接向かうことは困難ですが、

チャーター便を活用することにより、そ

れが可能となり迅速な捜索救助活動に

繋がることとなりました。

　救助チームは四川省青川県および北

川県で活動し、計3カ所で16名のご遺

体を発見し、その収容を行いました。青

川県喬庄鎮の病院職員寮では、5月17

日の朝に母子の痛ましいご遺体を発見

し、黙祷を捧げ中国側に引き渡しました。

この活動は通常日本で活動している方

法を現地でも行ったものですが、その行

為は中国側で好意的にとらえられ、その

後チームが活動する際には、現地の方か

らの励ましの声やチームへのボランティ

アの希望など多くの声が寄せられると

ともに、報道やインターネットではこの

行為をもとに日中友好の気運がさらに

高まりました。

　ひとつの行為が国と国との関係を強

固にする。単なる捜索救助活動の結果

ではなく、日本人の誠実さが生み出した

大きな成果でした。

懸命の救助活動が行われた。

受診した患者数は延べ1,202人。酷暑のなか診察を求め
る多くの患者の列ができた。

事　例

事　例
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事業の背景と課題
　戦後の日本人の海外移住は1952
年のアマゾン移住から組織的に再
開されました。現在、北米・中南米
を中心に全世界で290万人を超え
る移住者・日系人が生活しています。
彼らは政治、経済、教育、文化など、
さまざまな分野で活躍し、移住先国
の発展に寄与するとともに、各国と
日本との「懸け橋」として二国間の
関係緊密化に重要な役割を果たして
います。
　これまでJICAは、戦後の国の政
策によって中南米などへ渡航した
移住者に対し、移住先国への定着と
生活の安定を図るため、移住投融資
事業（土地購入・営農資金などの貸
付）や入植地事業（土地の造成・分譲）、
基盤整備事業（農業生産、生活環境、
医療衛生、教育）を実施してきました。
　しかし、時の流れとともに新たな
移住希望者が減少する一方で、移住
先国における日系社会の成熟および
世代交代といった移住を取り巻く環
境に変化が生じてきました。移住者
一世の高齢化、出稼ぎによる日系社
会の空洞化・脆弱化、日系人のアイ
デンティティーの喪失といった問題
も生まれてきました。また、日本国
内に在留する日系人には医療保険や
年金の未加入など社会保障問題の
ほか、日系人子弟の日本語能力不足
による不就学という教育問題も生じ
ています。

主な事業と取り組み
　移住者・日系人支援における課題
に対応するため、現在、JICAでは以
下の取り組みを行っています。

知識普及
　2002年、横浜市に開館した海
外移住資料館では、広く一般の人々、
特に次代を担う若い世代へ、日本の
海外移住の歴史や移住者とその子孫
である日系人への理解を深めてもら
うことを目的に、海外移住の歴史や
日系社会の現状などに関する資料の
常設展示や企画展を実施しています。
また、ホームページを通しての情報
提供も行っています。

移住先国での支援
営農普及
　営農技術の向上のため、ブラジル
からの農業専門家の派遣、ブラジル
での先進地農業研修および農協職
員の実務研修を実施するとともに、
農業研究グループの育成などを助成
しています。

 医療衛生対策
　パラグアイ、ボリビアにある5つ
の移住地診療所とブラジルのアマ
ゾニア病院の運営、ブラジルの巡回
診療を助成しています。また、高齢
者福祉・医療への要望が高いアルゼ
ンチン、ドミニカ共和国、パラグアイ、
ブラジルでは同事業への助成を強化
しました。

 教育文化対策
　日本語教育対策として、現地日系
日本語教師の養成・確保のため、教
師合同研修会、教師謝金、教材など
の購入、現地日本語教師の第三国研
修、ブラジル日本語センターの日本
語調査研究などに助成しています。
ブラジルのサンパウロで開催され
ている汎米日本語教師合同研修会
には、2008年度は28人が参加し
ました。

 施設などの整備
　2008年度は、ボリビアの移住地
診療所に対する医療機器購入、ブラ
ジル日本移民100周年記念事業（記
念誌データベースシステム作業室整
備など）へ助成しました。

移住者子弟の人材育成
日本語学校生徒研修
　北中南米諸国の日系団体が運営す
る日本語学校に通う日系人子弟を対
象に年2回実施しています。日本国
内の公立中学校への体験入学やホー
ムステイなどを通して、日本の文化・
社会への理解を深める機会を提供し
ています。2008年度の受け入れ
は49人でした。

日系社会リーダー育成事業
　日本の大学院に留学する日系人に
対する側面的支援として滞在費、学
費などを支給しています。2008
年度の新規受け入れは9人です。 

実施体制：協力の形態

移住者・日系人支援
高齢者福祉および人材育成に重点を置き
移住者・日系人を支援

　オキナワ移住地（ボリビア）



145

実施体制：協力の形態 | 移住者・日系人支援

 在留日系人支援

日系人失業者を補助員として配置　
外国人相談所できめ細かい対応を図る
　日本国内で雇用や教育の問題を抱え

る日系人に対し、JICAではすでに行って

いる「日系人本邦就労者生活相談業務」

の拡充として、地方にある25の外国人

相談所に日系人失業者を補助員として

配置し、日系人の相談に対しきめ細かい

対応を図りました（2009年3月から７

月まで実施）。

　教育問題については、自治体や地域

国際化協会、NPOなどが行っている日

本語講座に、元JICAボランティアを派

遣。愛知県半田市の半田国際交流協会

へ2009年3月から6カ月間の予定で派

遣しています。また、日系人の再就職の

ための日本語講座、児童を対象とした日

本語研修や補習講座などを実施する元

ボランティアの活動もサポートしてい

ます。

　同国人学校教員を対象とした、ブラジ

ル政府が計画中の「教員養成プログラム」

の一部を支援するため、JICA中部の施設

などを一部無償で利用いただくことも

決まっています（2009年6月から5年

間を予定）。

　さらに、介護の仕事に関心を持つ日系

人20人を対象に、約3カ月間程度、日本

語研修や養成機関での研修、インターン

実習などを実施し、帰国後の就労促進と

日系社会の高齢者福祉対策にも繋がる

支援を行います（2009年7月から９月

まで実施）。

 ブラジル日本移民100周年記念
事業（日本ブラジル交流年事業）

ブラジル日本移民の100年の歴史を
写真展とDVDで紹介
　日本人のブラジル移住が始まった

1908年からちょうど100年に当たる

2008年、JICAはその歴史を紹介する写

真展「新世界に渡った日本人」を横浜の

海外移住資料館で開催しました。その

後、在日ブラジル人が多く居住する愛知

県豊田市や静岡県浜松市をはじめとす

る全国105カ所で巡回展示を行いました。

　また、同事業の一環として、1931年

から36年の間に家族と共に日本からブ

ラジルへ移住した当時8～14歳の子ど

もたちのその後を追ったドキュメンタ

リーDVD「子供たちの百年　ブラジル

に渡った少年少女は、今！」を制作しま

した。

　さらに、ドミニカ共和国移住者に
対する特別支援策として、2008年
度も日系若手リーダーの日本にお
ける短期研修を実施しました。

日系社会への支援
　中南米地域の日系社会で、移住者
や日系人の人々と生活し、日本語教

育や保健、福祉などの分野で地域社
会の発展のために協力する青年お
よびシニアのボランティアを派遣し
ています。2008年度は新たな支
援策として、日本国内の国公立学校
の教員を中南米諸国の現地政府公
認校へ派遣する「現職教員特別参加
制度（日系）」を創設。2009年度の

本派遣（2年間）を予定している6名
を、ブラジルへ3週間短期派遣しま
した。

事業資金の貸付
　移住者や日系団体への貸付は
2005年度に終了しました。

事　例

事　例
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フォローアップ協力とは
案件終了後の支援
　JICAのさまざまな事業は、通常
一定の協力期間を経て終了します。
JICAは終了後も相手国の自助努力
により事業の成果が維持・発展して
いるか継続的にモニタリングしてい
ますが、相手国の自助努力を側面支
援することにより、事業の成果が維
持され、あるいは発展することを目
的に、必要に応じて補完的な支援を
行っています。このような支援を
「フォローアップ協力」と呼び、大き
く分けて次の2つの種類があります。

① 施設・機材の問題を解決する
フォローアップ
　 一つは、日本の協力により整備・
建設された施設や供与された機材

が自然災害でダメージを受けたり、
相手国の予算不足や技術力などの
問題で機能しなくなったりした際
に、これらの問題を解決するため
に行う協力です。
　 　例えば、中国貴州省では、石炭
燃料を原因とするフッ素中毒症
が深刻な状況であったため、無償
資金協力による医療機材の供与
を行いましたが、2008年1月の
大雪で病院施設が壊れ、調達した
医療機材を使用することができな
くなってしまいました。このため、
JICAはフォローアップ協力によ
り現地に調査団を派遣し、雪害の
状況および機材の損傷具合を確認
し、損傷した機材の修理について
支援しています。
　 　また、ルワンダ・ブルンジ両国と

の国境に接するタンザニアのカラ
グェ県には、両国内の民族紛争に
伴い多くの難民が流入しました。
難民に対しては国連機関やNGO
によって緊急対策が講じられ、給
水サービスや医療サービスが提供
されたのに対し、地元住民の衛生
環境については整備が進んでいな
かったため、1996年、無償資金
協力により井戸の掘削や給水施
設の建設が行われました。その後、
長年使用するうちに井戸構内に砂
などが溜まり一部施設に不具合が
発生していることが判明したため、
フォローアップ協力により井戸を
分解・洗浄した結果、再びきれい
な水が住民に対して供給されるよ
うになりました。

② 成果をさらに大きくする 
フォローアップ
　 もう一つはプロジェクトや研修実
施後に、相手国に対して何らかの
付加価値を生み出すような追加支
援を行い、実施した事業の効果を
増大させるものです。
　 　過去30年余りにわたって国軍
が治安維持を担ってきたインド
ネシアでは、2000年に国家警察
が国軍から正式に分離独立した
ことから、JICAは警察の組織・制
度・人員の改革を支援してきまし
た。2001年から2008年まで
行われた「インドネシア警察行政
セミナー」に参加した帰国研修員は、
地域に根ざした日本の警察活動を住民が見守るなかでの中井戸の洗浄。

実施体制：協力の形態

フォローアップ
事業の付加価値を高めるフォローアップ協力

　子どもたちの心のケアをする同窓会メンバー（パレスチナ）
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実施体制：協力の形態 | フォローアップ

モデルとした活動の展開を行っ
ています。例えば、西スマトラ州
で警察署長を務める帰国研修員は、
警察官が地域社会と良好な関係
を築くための活動をJICAのフォ
ローアップ協力を得て試行して
います。そのほかにも、帰国研修
員が講師となり、現場警察官を対
象とした地域警察活動について
の研修も実施しています。
　 　また、JICA筑波で行われてい
る「中米・カリブ地域　住民参加
型農村開発プロジェクト運営管理」
研修では、日本の戦後復興期の農
村開発を支えた「生活改善」の経
験に関する知見の母国での普及、
および、現地適応化に関するさま
ざまな試行錯誤・その検証、情報
共有を、所属組織の枠を越えて進
めるため、帰国研修員による参加
型農村開発ネットワークをフォ
ローアップ協力にて構築し、その
活動強化に向けた支援を継続的
に実施しています。
　 　各国ネットワークは順調に活
動を進め、農村開発を目指す別
コースの帰国研修員も同ネット
ワークに参加して「生活改善アプ
ローチ」を学んだり、青年海外協
力隊などJICAのほかの活動と連
携したりするなど、ネットワーク
活動が広がりつつあります。また、
コスタリカにおいては、ネットワー
クに参加した研修員により、「生
活改善アプローチ」が同国の農牧

省農村開発局の政策として正式
に取り上げられました。これに
より、生活改善アプローチの適用
パイロット地域が選定され、その
地域から新しい研修参加者が選
ばれて活動に取り組むなど、大き
な効果を確立しています。

帰国研修員同窓会への
フォローアップ
　このほか、フォローアップ協力で
は帰国研修員の同窓会を支援して
います。
　JICAは設立以来、25万人を超
える研修員を開発途上国から日本
へ受け入れてきました。こうした
研修員OB/OGは、将来母国の国づ
くりの担い手となる存在であり、日
本との架け橋になる「貴重な人的財
産」と言っても過言ではありません。
日本の良き理解者である彼らとの
友好を維持・発展させ、日本で習得
した技術や知識をさらに向上させ
るため、JICAは帰国研修員やその
同窓会のネットワーク形成・維持を
支援しており、2008年には同窓会
は全世界で114団体に上っています。
　多くの同窓会では、研修から帰国
した人を講師に勉強会を開いたり、
ウェブサイト
やニュースレ
タ ー、年次総
会によって自
国 で のJICA
の取り組みや、
帰国研修員 の
研修成果を共
有しています。
　JICAで は、
このような「人
的財産」である
同窓会と連携
し、効果的 な

事業を実施しています。
　例えば、パレスチナの同窓会メン
バーは、2008年末から2009年
1月のガザ紛争直後から被害状況
の調査を開始し、JICAからの支援
を受け2009年3月には紛争で疲
弊した住民に対して、緊急支援活動
を行いました。この支援活動では、
現地NGOや他ドナーと連携して子
どもの心のケアや公衆衛生などの
セミナーを開催したほか、特にガザ
のなかで被害が大きかった地域の
子どもと女性を中心とした世帯へ
学用品や日用品が配布されました。
政治的状況や封鎖のため国際社会
からの本格的な復興活動がなかな
か開始されないなか、同窓会のメン
バーは日本の研修で学んだことを
活かし、ガザの困難の克服のために
貢献したいという気持ちで団結し、
日本とガザを結ぶ緊急支援活動を
なしえることができました。
　これら「フォローアップ協力」は
過去実施した協力の成果をより長
期間持続させ、あるいは発展させる
ことで日本の国際協力の効果と質
を高めるために役立っています。

青年海外協力隊員と一緒に活動する帰国研修員。

住民代表や行政機関に交番制度を説明する帰国研修員。



148

　国際協力の現場では、高度化、多
様化していく援助ニーズに的確に対
応できる国際協力のプロフェッショ
ナル人材が求められており、JICAで
は、人材養成・確保事業を通じ、この
ような国際協力を担う人材の裾野拡
大を図っています。特に分野、地域
によっては、人材のリクルートが困
難なものもあり、即戦力となる人材
を養成するための「能力強化研修」
や「国際協力人材（専門家等）赴任前
研修」、中長期的な人材養成を目的
とした「ジュニア専門員制度」や「海
外／国内長期研修制度」などを実施
しています。さらに大学院生を対象
にした「インターンシッププログラム」
を実施しており、こうしたプログラ
ムに参加した人材は、広く国際協力
の現場で活躍しています。
　また、JICAでは国際協力キャリア
総合情報サイト「PARTNER」を運
営し、国際協力の世界での活躍を目
指す方々に向けて、キャリア形成に役
立つさまざまな情報を発信しています。

事業の内容
人材確保のための制度

▲

国際協力専門員
　JICA事業全般に深く関わり、国
際協力のプロとして、また、各開発課
題のスペシャリストとしてJICA事
業の質の向上に大きな役割を担って
いるのが国際協力専門員です。国際
協力専門員は、JICAで実施する各種
事業への計画策定、実施、評価に関
する助言などのシニア・アドバイザー

として、国内業務と途上国への派遣
専門家などの海外業務をローテー
ションで行っています。広く一般か
ら募集、選考を行っており、2008
年度は、83人（新規8人、継続75人）
の委嘱を行いました。

▲

特別嘱託
　専門家を確保することが難しい分
野・課題への人材確保のために、特別
嘱託制度が設けられています。本制
度は、特別嘱託としての委嘱期間終
了後に、専門家として派遣されるこ
とを希望する人材を対象として、1
年を上限としてJICAの国内業務を
行うものです。2008年度は、24
人（新規16人、継続8人）の委嘱を
行いました。

将来人材の養成

▲

ジュニア専門員制度
̶若手人材の実務能力向上̶
　開発途上国での活動経験と専門
性を有し、将来、国際協力分野での
活躍を希望する若手人材を対象に、
JICAの国内外の業務に従事する機
会を提供し、実務能力の向上を目指
します。期間は、国内外を合わせて
計3年以内で、2008年は、100人（う
ち新規委嘱が26人）が参加しました。

▲

海外長期研修と国内長期研修
̶専門分野の能力向上̶
　専門家などの開発援助の実務者
を育成することを目的とし、海外ま
たは国内における大学院で（修士課
程）で専門分野の知識、技術向上を
目指す研修制度です。2008年度は、

86人に対し研修を行い、そのうち新
規研修人数は、海外計19人、国内計
18人でした。

▲

専門家養成個人研修
　開発途上国で実務経験を有する即
戦力人材を対象に、より高度な開発
課題に対応するため、個別プログラム
による国内外の援助機関や教育機関
などで、6カ月以内の研修を行います。
2008年度は12人が受講しました。

▲

インターンシッププログラム
̶国際協力を担う人材の裾野拡大̶
　国際協力に関連する研究を行い、
将来この分野で活躍することを志
望する大学院生を対象に、国内外の
JICA機関で1カ月から4カ月以内
の実習を行います。2008年度は、
36人に対しインターン実習（公募型）
を行いました。

即戦力となる人材の能力強化

▲  

国際協力人材（専門家等）赴任前
研修
̶派遣直前のスキルアップとオリエ
ンテーション̶
　派遣前の専門家に対して、新JICA
の協力方針、業務内容、最新の援助
動向、効果的な技術移転手法などに
ついての研修を行います。2008
年度は、12回の派遣前研修を行い、
372人が受講しました。

▲

能力強化研修
̶即戦力人材の能力アップを図る短
期集中研修̶
　特定の専門分野での技能や知識、
語学力を既に持ち、近い将来、専門

実施体制：協力の形態

人材養成・確保
日本の援助を支えるプロフェッショナルを目指して

　専門家に対するプロジェクトマネジメントの研修
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実施体制：協力の形態 | 人材養成・確保

家として開発途上国への派遣が想
定される方を対象に、実践的な知識
や援助動向などの研修を実施して
います。期間は、最長5週間程度で
す。2008年度は、17コースを実
施し、研修事業でのコース連携型と
合わせ187人が参加しました。

▲

UNHCR e Centre連携研修
　安全管理 の 強化 の た め、JICA

内外 の 国際協力人材 を 対象 に
UNHCRと連携して安全管理の短
期研修を実施しています。2008
年度は、3コースを実施し、計121
人が参加しました。

▲

在外事務所員などの研修
̶援助現場での分野・課題対応力強
化のために̶
　新JICAとしてより効果的、効率

的な協力を行い、さらに現場強化
に対応するため、海外のJICA事
務所の勤務者やナショナルスタッ
フなどに対し、分野、課題対応力
の強化などの研修を実施していま
す。2008年度は、赴任前の研修に
133人、赴任中の研修に80人が参
加しました。

■ 「国際協力人材・実務ハンドブック

新JICA版　初版」

　JICA事業では、それぞれの現場に

おいて、JICA職員のほかにもさまざ

まな国際協力人材が協力に関わって

います。新JICAにおいても、こうし

た関係者とのより効率的な連携を通

じて、大きな協力効果を発現してい

くことが求められています。こうし

た関係者の方々が、JICA事業につい

て理解を深めることができるよう「国

際協力人材・実務ハンドブック　新

JICA版　初版」を作成しました。本

冊子は、新JICAの新たな組織・実施体

制・業務内容の全般につき簡潔に説

明された手軽な実用書となっており、

JICA関係者必携のハンドブックとし

て活用されています。

■ 「JICA専門家のワークプロセス・マ

ネジメント・ハンドブック（新版）」

　各専門分野で高い見識と業務経験

を有する専門家であっても、開発途

上国の活動において成果を上げるた

めには、カウンターパートへの働きか

けや、さまざまな活動上の配慮や工

夫が必要となります。そのため、専

門家の活動現場においては、いわば“働

きかけのマネジメント”が必要となり

ますが、JICAはこれらさまざまな行

動様式をマネジメント手法として体

系化し、「JICA専門家のワークプロセ

ス・マネジメント・ハンドブック」とし

て取りまとめました。

　同ハンドブックには、専門家が赴

任先において相手側関係者や組織の

オーナーシップを高め、自立発展性

やキャパシティ・ディベロップメント

を意識しながら目標を達成していく

ためのマネジメント手法が取りまと

められており、赴任前研修における

講義・ワークショップでの利用や、現

場での効果的な活動のためのツール

として有効に活用されています。

■「JICAプロフェッショナルの挑戦」

　JICAでは、これまで、技術協力事業

実施後の成果や教訓などを広く継承

する方法として、各種報告書などを

まとめてきましたが、現場で協力活

動に携わる専門家らが、どのように

プロジェクトなどに関わり、さまざま

な課題と困難を克服していったのか

といった具体的な活動プロセスにつ

いては、必ずしも十分に読み取れる

ものではありませんでした。

　このため、プロジェクト実施上の

教訓や知見などを、過去実施済みの

プロジェクトに関わった専門家の方々

のヒューマンストーリーを通じて継

承することを目的とした「JICAプロ

フェッショナルの挑戦」シリーズを刊

行しています。本冊子は、専門家の

方々へのインタビューをもとに作成

されており、臨場感を持ってさまざ

まな活動プロセスを把握できること

から、JICA関係者への成果・教訓の継

承のみならず、JICA事業に対する理

解促進のための一助となっています。

　今後も、これら冊子を赴任前研修

における「専門家ワークプロセス・マ

ネジメント」などの講座の副教材とし

て活用しつつ、引き続き専門家など

の現場知見の蓄積・継承に取り組ん

でいきます。

国際協力人材養成のためのコンテンツ開発
JICAでは、国際協力人材部総合研修センターを中心に国際協力人材の養成事業の一環として各種コンテンツ開発に取り組ん
でいます。2008年度に開発したコンテンツの一部を以下に紹介します。

2008年度に開発したコンテンツの一部。
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国際協力における双方向情報サイト
『PARTNER』
　『PARTNER』は、国際協力を目
指す人と国際協力に関する人材を
求めている機関や団体、双方に役立
つさまざまな情報をお届けするこ
とを目的とした、「国際協力キャリ
ア総合情報サイト」です。多くの機
関・団体の協力を得て、JICA　国際
協力人材センターが運営しています。
『PARTNER』の月間アクセス数は、
平均約24,000件と昨年に比べ、約
20％増となっています。“国際協力
なら『PARTNER』”、その認識は年々
高まっています。

国際協力を目指す人たちが「国際協
力人材」として登録
　『PARTNER』には、国際協力の世
界で活躍する意思、知識、技術、経験
をお持ちの方々が、ニーズに迅速か
つ的確に対応するため、「国際協力人
材」として登録されています。登録
をすることにより、JICAの「公示」「公
募」などの案件や、JICAが実施する
「能力強化研修」「海外長期研修」「ジュ
ニア専門員」などの研修に応募する
ことができるようになります。
　2003年10月のサイト運営開始
より5年が経過し、2008年度の人
材登録者数は7,769名（うち1,563
名が2008年度の新規登録者で過
去最多）、そのうち57.9％の登録
者が登録団体に対し、ご自身のプロ
フィールを公開しています。
　

実施体制：協力の形態

国際協力キャリア
総合サイト
『PARTNER』を通じて国際協力のプロを確保する体制を構築

国際協力の現場で活躍し開発に貢献する

『PARTNER』とは

PARTNER

国際協力の仕事に携わりたい人

「求人情報」を見る

「メール」で情報を受けとる

「研修・セミナー情報」を見る

「キャリア相談」をする

「国際協力の世界」を読む

「国際協力人材登録」する

国際協力を実施する機関・団体

「求人情報」を掲載する

「研修・セミナー情報」を掲載する

「登録した方の人材情報」を閲覧する

「団体の国際協力事業」を広報する

PARTNERトップ画面。

　国際協力人材セミナー
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実施体制：協力の形態 | 国際協力キャリア総合サイト

　ま た、439団体（JICA、国際機
関・ 政府関係機関・ 地方公共団体、
NPO/NGOなど）の皆さまに、団体
の広報ができるコンテンツ“伝えた
い私たちの鼓動”をはじめ、さまざま
な情報掲載・配信を無料でご利用い
ただいています。

『PARTNER』を通じて、
公示・公募で人材を確保
　2008年度は、2,398件の求人
情報が登録団体から掲載されまし
た。そのうち全体の66.8％を占め

る1,601件がJICA案件。JICAで
は人材の供給が一般人材市場から
見込める分野と想定される場合には、
公平性、透明性のため『PARTNER』
を通じ、公示・公募で人材を確保し
ています。
　そ の 結果、公示案件 は1,228
件、公募案件においては228件が
『PARTNER』を通して募集されま
した。なお、2008年度JICA案件
で募集された分野と『PARTNER』
の人材登録者の登録分野の割合を
比較すると、「水資源・災害対策」「運

輸交通」「エネルギー・鉱業」の3分野
において人材が不足しており、今後
は上記分野における登録者を増や
していく必要があります。
　また、JICA以外の求人では「貧
困削減」「平和構築」が大幅な伸びを
示しました。研修・セミナー情報は
847件掲載と、昨年比べ約140％
増加。年々その利用頻度は増加の
一途をたどっています。

過去最多、314件のキャリア相談
に対応
　2008年度は、東京、仙台および
広島において、「国際協力人材セミ
ナー」を開催し、JICA事業の動向、
民間の人材確保や活用の方向性、求
める人材像をわかりやすく発信し
ました。また『PARTNER』におい
て“しごと@JICA”でJICA人材すべ
ての職種を網羅し、ニーズにあった
人材確保のための情報発信体制の
整備に努めています。
　このほか、メールによるキャリア
設計に関する相談や面談形式で実
施する「キャリア相談デー」を実施し、
2008年度は過去最多となる314
件の相談が寄せられました。

登録分野別登録者数
分野 人数 ％

援助アプローチ／戦略／手法 3,119 16.7
教育 2,848 15.2
民間セクター開発 1,740 9.3
保健医療・人口 1,655 8.9
農業開発／農村開発 1,639 8.8
環境（自然環境保全・公害対策） 1,476 7.9
情報通信技術 911 4.9
都市開発・地域開発 777 4.2
平和構築 565 3.0
ガバナンス 551 2.9
水資源・災害対策 529 2.8
市場経済化 503 2.7
貧困削減 444 2.4
運輸交通 395 2.1
ジェンダー主流化／WID 348 1.9
エネルギー・鉱業 346 1.9
水産開発 261 1.4

公示
27％

公募
22％主管部推薦

18％

JICA内部人材
11％

官庁推薦
22％

専門家人選の割合

キャリア相談のページ。

（PARTNER URL: http://partner.jica.go.jp/）
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開発パートナーシップ
効果的な援助のあり方の発信／開発の
効果のスケールアップを目指す
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　JICAでは、日本政府と協力して、
効果的な開発援助のあり方に関す
る国際的なOECD/DACの取り組
みに参加するとともに、その場を通
じて国際社会に対して、重要な発信
を行ってきています。
　また、実際の開発現場での効果を
より大きなものとするために、他ド
ナーや国際機関とのパートナーシッ
プに対しても積極的な取り組みを
行っています。特に2008年10
月以降、旧JBICの海外経済協力部
門と統合したことにより、他ドナー
や国際機関との連携や協力関係に
ついても、これまで以上に活発になっ
てきています。

開発援助を取り巻く環境
　21世紀に入り、開発援助を取り
巻く環境は大きく変化しています。
国際的な開発の達成目標（ミレニア
ム開発目標）、目標達成に必要な開
発資金量の確保、および、効果的な
開発（援助）のあり方の3つの側面か
ら、ドナーと開発途上国のパートナー
シップが形成されてきています。
　2000年9月にニューヨークで
開催された国連ミレニアムサミット
では、21世紀の国際社会の目標と
して、「国連ミレニアム宣言」を採択
しました。開発の分野では、この宣
言の内容をもとに、主要な開発に関
する国際会議やサミットで示された
開発の目標を統合して、「ミレニアム
開発目標（MDGs）」を定め、国際社

会が2015年までに達成すべき8
つの開発目標を掲げています。
　また、MDGsの達成には開発資
金の確保が重要であることから、
2002年3月には国連の主導で、開
発資金会議（メキシコ、モンテレー）
が開催され、合意文書（モンテレー
合意）を採択しました。モンテレー
合意では、世界銀行と国連が2015
年までのMDGs達成を支援するた
めに、大幅な援助増額（倍増）に合意
し、ドナー諸国に対しても、同様の
取り組みを促しています。この結果、
今日までドナー諸国はODA増額に
務めてきています。
　達成すべき開発目標と、達成に向
けての開発資金量の確保に関する
国際的な合意に加えて、2005年3
月、OECD/DACでは、ドナー、国際
機関、それに開発途上国が参加して、
「援助効果向上にかかるパリ宣言（パ
リ宣言）」が採択されました。パリ宣
言では、宣言に署名した各国・機関が、
2010年を目標年として、効果的・
効率的な開発および開発援助のた
めに共に取り組んでいくことが謳わ
れています。
　以上のような環境の変化に対応し、
JICAは、その援助方針を対外的に
発信しつつ、開発途上国での開発の
効果をより大きくするために、他ド
ナーや国際機関とのパートナーシッ
プ形成に積極的に取り組んできてい
ます。

効果的な援助の在り方の発信
　効果的な開発援助の在り方につ
いては、2005年のパリ宣言以降、
ドナー、国際機関および開発途上国
の間で取り組みが本格化してきてい
ます。パリ宣言では、開発に対する
開発途上国自身の主体的な取り組
み（オーナーシップ）が重視され、ド
ナーは開発途上国のオーナーシップ
を尊重した開発援助を実施するこ
とが、効果的な開発援助には必要で
あることが強調され、ドナーと開発
途上国が協力し合いながら、2010
年までに、効果的な開発援助のため
の一定の取り組みを行うこととされ
ました。
　2008年9月にガーナのアクラ
で開催されたハイレベルフォーラ
ム（アクラハイレベルフォーラム）で
は、パリ宣言の進捗確認と今後の取
り組みの促進について、120以上の
国、60以上の国際機関の代表が集
まって議論がなされました。JICA
は、外務省などと共に、日本が重視
する援助のアプローチや開発途上
国のオーナーシップとそれに必要
な 総合的 な 能力開発（Capacity 
Development: CD）の重要性につ
いて発信を行い、合意文書「アクラ
行動計画」には、その結果が反映さ
れました。特にCDについては、他
ドナーや国際機関と共同研究を行っ
た結果をアクラで発表し、多くの賛
同を得ました。

　TICAD Ⅳ オープニング・セレモニー



開発の効果のスケールアップ
　2008年度は、G8サミットや第
4回アフリカ開発会議（TICAD IV）
の開催や、10月の新JICA発足もあ
り、他ドナーや国際機関のJICAに
対する関心が高まり、多くの要人の
往来がありました。TICAD IVでは
横浜行動計画策定の支援やサイド
イベントの実施などにより、日本お
よびJICAの取り組みについて積極
的に発信しました。一例として、外
務省と共にアフリカでの米生産倍

増を目指す「アフリカ稲作新興のた
めの共同体（CARD）イニシアティ
ブ」を発表しました。現在もドナー
連携の場を提供しつつ、CARDの枠
組みで主導的な役割を果たしつつ
取り組んでいます。
　現JICA発足後は、研究機関を有
し、技術協力、資金協力を一元的に
実施する総合的な開発援助機関と
して、他ドナーや国際機関との連携
の可能性が飛躍的に拡大していま
す。なかでも世界銀行とは、トップ

どうしの対話の機会も増え、国別・
課題別の取り組み方針などの戦略
面から、アフリカ・アジアなどの重
点地域での具体的事業連携面、さら
には人事交流も含め、包括的な協力
関係の構築を進めています。
　また、統合後は、旧JBIC海外経
済協力部門が力を入れていた新興
ドナーとの協力についても、取り組
みが行われています。特に、中国、
韓国とは、対外経済協力業務におけ
る知見を共有すべく、実施機関どう
しで資金協力に関するワークショッ
プなどを共催するなど、関係構築に
務めています。
　これら他ドナーや国際機関と連
携･協力は、効果的な援助を実施し、
開発途上国での開発の効果をスケー
ルアップするために重要な取り組
みであり、今後もJICA全体として
積極的に推進していきます。
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「アクラハイレベルフォーラム」と「援助効果向上にかかるパリ宣言」のポイント

　アクラハイレベルフォーラムは2008年9月にガーナの首都アクラ市で開催さ

れた。パリ宣言実施の進捗をさらに進めるためのドナー・開発途上国が取り組む

べき事項を定めた、アクラ行動計画が採択された。同計画では、開発途上国が主

体性を持ち、ドナー間調整をより進め、共に説明責任を高めるために取り組んで

行くべき内容が示された。

※パリ宣言のポイント

　「開発途上国自身の開発のオーナーシップ（主体性）」「ドナーの開発途上国政

府開発計画への支援と制度の活用」「ドナー間の情報交換や調整」「成果の適切な

活用」「開発途上国・ドナーの開発成果に対する相互説明背金」の５つの課題ごと

に開発途上国・ドナーそれぞれの取り組みを明記した。

原稿後送

　世界には4,000万人以上の難民・避難民・帰還民などがい
ます。UNHCR（国連難民高等弁務官事務所）は、国際法に基
づいて、自分の家や国から逃げざるを得なくなった人々の
保護を任務とする国連機関です。殆どの難民・避難民など
が脆弱国出身で、5人に4人は近隣の開発途上国で避難生活
をしているため、人道的な緊急対応（住居、保健衛生などの
提供）を要する状況が多くなります。一方、難民・避難民保
護および彼らの帰還・定住は、当該地域全体の安定と開発に
密着しているため、問題解決に向けては長中期的な開発の
視点が不可欠です。
　JICAとUNHCRという異なる特徴を持つ機関の現場での協
力は、最初はぎこちない面もありますが、情報交換を重ねる
ことによって周辺地域の全体像が見えてきます。そのうえで、
それぞれの得意分野を軸に開発途上国の社会・経済発展に繋
がる援助を形成していくことが、2つの機関の連携の意義だ
と思っています。世界の70近くの国でJICAとUNHCRの事
務所が重なっています。一つでも多くの現場で生の情報を
共有することによって、援助の相乗効果が確保できます。

織田靖子（JICAシニアアドバイザー）
※ 織田さんは、JICAとUNHCRの人事交流により、現在UNHCRからJICAにシニア 
アドバイザーとして派遣されています。

人道から復興・開発へ：UNHCRとJICAの連携

2005年の和平合意後、30万人以上のスーダン難民が南部に帰還した。ジュバのイン
フラ整備の調査中、帰還民のトランジット・センターを視察した。ケニアのカクマ難民キャ
ンプから到着した子どもたちは、2日間のバス旅にもかかわらず、自分の国に着いた興
奮からか、元気一杯。
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概要
　「日本人材開発センター（通称「日
本センター」）」は、インドシナ地域お
よび旧ソ連諸国などのいわゆる移行
経済国における市場経済化を促進す
る人材育成の拠点として、2000年
9月からベトナム（ハノイおよびホー
チミン市）とラオスを皮切りに開始
されました。その後、順次カンボジア、
モンゴル、カザフスタン、ウズベキス
タン、キルギス、ウクライナの計8カ国、
9拠点に設置され、運営されていま
す。いずれも現地の一般市民に、「広
く開かれたセンター」として認識さ
れています。特に、それまで日本に
触れる機会が限られていた中央アジ
ア諸国においては、日本のビジネス
や日本語も学べる日本センターの存
在意義はたいへん大きなものとなっ
ています。
　日本センターでは、これらの国が、
実際の経済活動を担うビジネス人材
の育成が急務という状況の中、「ビジ

ネス・プログラム」に注力しています。
「ビジネス・プログラム」では、各国の
実体経済を担う民間部門の経営者
やマネージャー、起業家などをター
ゲットとして、実践的、実用的なセ
ミナーや実技研修などを提供してい
ます。また日本型経営に関する講義
やケース・スタディ、工場診断などの
実践的な内容は、現地の企業や経済
界から非常に高い評価を得ています。
　日本的経営を学ぶためには、その
背景にある言語や文化を知ることが
有益です。その意味において、「ビジ
ネス・プログラム」をバックアップす
るのが「日本語コース」と「相互理解
促進事業」といえます。国際交流基
金と連携して実施している「日本語
コース」では、日本や日本語に興味
を持つ一般市民や、日本とのビジネ
スで交流のある企業人、留学予定者
などに対して、入門者から上級クラ
スまで各国の事情に応じたクラスを
設定しながら日本語教育を行ってい

ます。同時に、日本語教師会への支
援を行うなど、日本語教育の重要な
拠点の一つとしての役割も担ってい
ます。
　一方、「 相互理解促進事業」では、
相手国と日本の両国の市民がお互
いの理解を深めていくことを目的に、
それぞれの文化、伝統行事、社会・経
済状況などを双方向で紹介・情報発
信しています。また、近年では、特
に日本との大学との交流や日本への
留学支援などの活動を重点において
います。
　JICAでは、「日本センター」の機
能を一層強化するため、日本の政府
機関、地方自治体、大学等の教育機関、
さらには民間企業との連携･協力を
進め、「日本センター」が日本からの
協力および日本と相手国の交流のプ
ラットホームとなることを目指して
います。

  キルギス日本センター 
「ビジネス・プログラム」

地元メディアでも紹介されるほどの
影響力を発揮
　キルギス日本センターの「ビジネス・

プログラム」は、キルギスで事実上唯一

の実践的、総合的ビジネスを学べる研

修コースとして、高い評価を得ていま

す。キルギス経済の発展状況を見なが

ら、ニーズに即した各種研修を柔軟に実

施しており、キルギスの大手企業のオー

ナーや社員も多く受講しています。特

に人気の高い、新商品開発をテーマとす

る研修では、これまでに「工芸品」「イン

テリア／エクステリア」分野で、マーケッ

トを意識した商品開発を念頭に、講義と

実習による指導に加え、公開セミナーの

実施、カタログの作成、展示会の開催を

行いました。展示会には、約1,800名も

の来場者が訪れ、現地の有力新聞にも大

きく取り上げられるなど、受講者だけで

なく、キルギスの産業に広く影響を与え

たということで、たいへんな評判となり

ました。これらの機会を通じ、実際のビ

ジネスチャンスを得た受講者も出ました。

実施体制：協力の形態

日本センター
移行国のビジネス人材の育成に貢献

ビジネスコース展示会の風景。

事　例

　ビジネス・プログラムでマーケティングを学ぶ（ウズベキスタン）



　JICA-Netとは、JICAが推進する
遠隔技術協力事業です。遠隔講義・
セミナーの実施、マルチメディア教
材の作成、Webサイトを通じた教材
の配信など、さまざまな情報通信技
術を活用し、時間と距離の制約を超
えてJICA事業の効率と効果、質の
向上を図っています。
　JICA-Netの誕生は、2000年に
開催された九州・沖縄サミットに端
を発します。現在、マルチメディア
教材や遠隔講義・セミナーなどコン
テンツの蓄積およびテレビ会議ネッ
トワークの海外拠点の拡大に伴い、
その効果が認知され、利用数も増加
しています。2008年度の実施件
数は約4,000件、年間接続時間は
約9,000時間、遠隔セミナー・テレ
ビ会議の参加者は約57,000人を
超えました。現在、日本国内では本
部を含む19機関に、海外では計65
カ国にテレビ会議システムが設置さ
れています。また、外部機関のネッ
トワーク（例：世界銀行GDLN）を通
して相互利用を行っています。

　JICA-Netでは、以下のような手
法により、遠隔技術協力の浸透を図っ
ています。

遠隔講義・セミナーの実施
　テレビ会議システムを活用して、
日本からの派遣が困難な有識者によ
る遠隔講義や、複数国をつないだ地
域ワークショップなどを実施するこ
とにより、JICA事業の効率と効果
を高めるツールとして活用されてい
ます。

マルチメディア教材の作成
　マルチメディア教材とは、動画、
写真、文書などさまざまなメディア
をCD-ROMやDVDなどに記録した
もので、JICA事業に関する知見を
デジタル化し、開発途上国の方々や
JICA関係者と共有するなど、主と
して、技術協力用の学習教材として
活用することを目的として作成され
るものです。これまでに開発したマ
ルチメディア教材は100種類以上
あり、「アグロフォレストリー森をつ

くる農業～アマゾン熱帯雨林との共
存～」のように、森林保全と農業経
営を両立させる技術をわかりやす
く紹介した教材や、「ものづくりの
魅力　Skills Make Your Dream 
Come True」と題して、職業訓練校
を卒業して社会で活躍する人材のイ
ンタビューを英語とアラビア語で作
成した教材などがあります。

Webサイトを通じた教材の配信
　遠隔講義セミナーの指導案や資料、
マルチメディア教材などデジタルコ
ンテンツを、Web上に蓄積し、世界
中のJICA事業関係者間で共有し再
利用する環境を提供しています。ま
た、同じWebサイト上で遠隔技術協
力の事例や利用方法を紹介すること
により、さらなる利用の促進を目指
しています。
（JICA-Net URL: http://jica-
net.jica.go.jp/dspace/）
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J ICA -Ne t
時間と距離の制約を超えた
新しい形の国際協力を実現

　多数の事務所を同時につなぐテレビ会議システム

テレビ会議システムを使った研修。
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組織図
独立行政法人国際協力機構の組織図
（2009年8月末現在）

JICAの職員数：1,664人（2009年8月末現在）

国内機関、在外事務所（海外拠点）はP.222参照
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更新情報はホームページをご覧ください。
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1. 役員の人数：独立行政法人国際協力機構法第7条の規定により、理事長、副理事長1人、理事8人以内および監事3人以内
2.役員の任期：同法第9条の規定により、理事長および副理事長の任期は4年、理事および監事の任期は2年
3.役員の氏名、役職、前職等

平成21年8月末現在の役員の情報は以下の表のとおり。

役職名 氏名 就任日 前職

理事長 緒
おが た

方　　貞
さだ こ

子 平成15年10月1日（再任） 国連難民高等弁務官

副理事長 大
おおしま

島　　賢
けんぞう

三 平成19年10月1日 国連日本政府代表部大使

理事 金
かね こ

子　　節
たか し

志 平成17年4月1日（再任） 独立行政法人 国際協力機構 人事部長

理事 上
うえ だ

田　　善
よしひさ

久 平成17年6月7日（再任） 米州開発銀行理事

理事 橋
はしもと

本　　栄
えい じ

治 平成19年10月1日 独立行政法人 国際協力機構 理事長室長

理事 新
あら い

井　　　泉
いずみ

平成20年10月1日 国際協力銀行理事

理事 恒
つねかわ

川　　惠
けいいち

市 平成20年10月1日 政策研究大学院大学教授

理事 佐
さ ど し ま

渡島　志
し ろ う

郎 平成21年7月14日 独立行政法人 国際協力機構 総務部長

理事 黒
くろ だ

田　　篤
あつ お

郎 平成21年8月1日 経済産業省通商政策局通商交渉官

理事 髙
たかしま

島　　　泉
いずみ

平成21年8月1日 独立行政法人 水産総合研究センター理事

監事 金
かなまる

丸　　守
もりまさ

正 平成19年10月1日 独立行政法人 国際協力機構 人事部長

監事 中
なかざわ

澤　　　健
けん

平成20年10月1日 財務省近畿財務局金融安定監理官

監事 松
まつ お

尾　　庄
しょういち

一 平成21年8月25日 警察庁近畿管区警察局長

（理事および監事は就任順）

更新情報はホームページをご覧ください。
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予算
1. 一般勘定 収入支出予算 (2008年度および2009年度)　 （百万円）

区分 2008年度 2009年度
年度計画予算　収入 161,117 172,140
 運営費交付金収入（当初予算） 153,786 155,850
 運営費交付金収入（補正予算） ̶ 5,802
 受託収入 2,819 2,693
 事業収入 612 591
 寄附金収入 120 16
 施設整備資金より受入 3,084 2,770
 施設整備費補助金（補正予算）注２ ̶ 3,601
 前中期目標期間繰越積立金取崩収入 697 817
 国際協力機構法第35条資金（無償資金協力事業費） ̶ 0

年度計画予算　支出 161,117 172,140
 一般管理費 12,097 11,875
  うち特殊要因を除いた一般管理費 11,400 11,058
 業務経費 142,997 151,185
  うち技術協力プロジェクト関係費 79,467 77,354
  無償資金協力関係費 610 573
  国民参加型協力関係費 25,443 23,902
  海外移住関係費 469 461
  人材養成確保関係費 2,876 927
  研究関係費 624 940
  国・課題別事業計画関係費 7,689 8,252
  フォローアップ関係費 1,498 1,772
  事業評価関係費 305 549
  事業附帯関係費 9,154 8,124
  事業支援関係費 14,062 27,475
  災害援助等協力関係費 800 856
 施設整備費 3,084 6,371
 受託経費 2,819 2,693
 寄附金事業費 120 16
 無償資金協力事業費　注3 ̶ 0
注１：本表はJICA平成21年度計画の別表1の内訳を表したもの。別表1については「http://www.jica.go.jp/about/jica/pdf/nendo_21.pdf」を参照。
注２：補正予算は、2008年度は該当なし。
注３： 無償資金協力は、2008年10月1日にJICAが外務省より承継。よって、JICAの2008年度当初の予算計画には含まれない。また無償資金協力の計画は、閣議によって決定されるため、

2009年度当初の計画はゼロとしている。

2. 有償資金協力部門 資金計画（2008年度および2009年度） (億円)
2008年度 2009年度

出融資計画 直接借款(円借款)
海外投融資

7,699
1

9,258
2

合計 7,700 9,260
原資 一般会計出資金

財政投融資
自己資金等
うち   一般会計より受入
　　   財投機関債

1,495
2,923
3,282
135
300

1,273
4,056
3,931
70
500

合計 7,700 9,260
注１：2008年度については当初計画、2009年度については補正後の計画。
注２：なお、2008年度については、旧国際協力銀行海外経済協力勘定(上期)と独立行政法人国際協力機構有償資金協力部門(下期)の各当初計画値合計。
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